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◎議案第１０号 常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 

市長，副市長及び教育長の給料の額及び旅費は，常総市特別職の職員で常勤

のものの給与及び旅費に関する条例で定められておりますが，厳しい財政状況

を踏まえ，別に定める常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例により，

これら特別職の給料の額をそれぞれの任期において，１割減額するとともに，

旅費についても一般職員に係る規定を適用することとし，減額しているところ

です。 

本案は，常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例で定める教育長の給

料の額に係る特例の期限が本年９月３０日までであることから，引き続き，こ

れを令和７年９月３０日まで延伸するとともに，旅費の特例についても，その

期限を同日まで延伸する改正を行うものです。 

 

〔参考：減額前の給料月額及び特例条例による減額後の給料月額の比較〕 

区 分 減額前 
 減額後 

減額対象期間 
 比較 

市 長 870,000円 
 783,000円 令和2年8月3日 

 △87,000円 ～令和6年8月2日 

副市長 720,000円  

 

減額率：10/100 

648,000円 令和3年4月1日 

△72,000円 ～令和7年3月31日 

教育長 660,000円 
594,000円 令和4年10月1日 

△66,000円 ～令和7年9月30日 

 

 

 

 

 

特例条例に 

よる減額措置 
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○常総市長等の給与及び旅費の特例に関する条例 

平成１５年３月２８日 

条例第３号 

（市長の給料の額の特例） 

第１条 市長の給料の月額は，平成２８年８月３日から令和６年８月２日までの

間においては，常総市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例

（昭和３２年水海道市条例第１５号。以下「特別職給与等条例」という。）第

３条の規定にかかわらず，特別職給与等条例別表第１に定める額から当該額に

１００分の１０を乗じて得た額を減じた額とする。ただし，手当の額の算出の

基礎となる給料の月額は，同表に定める額とする。 

（副市長の給料の額の特例） 

第２条 副市長の給料の月額は，平成２６年１２月１日から令和７年３月３１日

までの間においては，特別職給与等条例第３条の規定にかかわらず，特別職給

与等条例別表第１に定める額から当該額に１００分の１０を乗じて得た額を減

じた額とする。ただし，手当の額の算出の基礎となる給料の月額は，同表に定

める額とする。 

（教育長の給料の額の特例） 

第３条 教育長の給料の月額は，平成１９年７月１日から令和４年９月３０日令

和７年９月３０日までの間においては，特別職給与等条例第３条の規定にかか

わらず，特別職給与等条例別表第１に定める額から当該額に１００分の１０を

乗じて得た額を減じた額とする。ただし，手当の額の算出の基礎となる給料の

月額は，同表に定める額とする。 

（旅費の特例） 

第４条 市長，副市長及び教育長の旅費は，平成２２年１０月１日から令和７年

３月３１日令和７年９月３０日までの間においては，特別職給与等条例第７条

第１項及び第８条ただし書の規定にかかわらず，常総市職員の旅費に関する条

例（昭和３２年水海道市条例第１３号）第１５条から第１８条までの規定を適

用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１５年４月１日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は，令和７年３月３１日令和７年９月３０日限り，その効力を失う。 
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中略 

附 則（平成２８年条例第２３号） 

この条例は，公布の日から施行し，この条例による改正後の常総市長等の給与

及び旅費の特例に関する条例の規定は，平成２８年８月３日から適用する。 

附 則（平成３０年条例第２３号） 

この条例は，公布の日から施行し，この条例による改正後の第３条の規定は，

平成２８年１２月１３日から適用する。 

附 則（令和元年条例第１０号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和２年条例第２５号） 

この条例は，公布の日から施行し，この条例による改正後の常総市長等の給与

及び旅費の特例に関する条例の規定は，令和２年８月３日から適用する。 

附 則（令和３年条例第１０号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和４年条例第 号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
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◎議案第１１号 常総市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

本案は，国家公務員に係る「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために

講じる措置」について，人事院規則が改正され，育児休業の取得回数制限の緩

和，育児参加のための休暇の対象期間の拡大等の措置が講じられることに伴い，

国家公務員と同様の措置を講ずるために必要となる改正を行うもので，その概

要は次のようなものとなります。 

 

１ 育児休業の取得回数制限の緩和等 

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正により，同一の子について原則

１回までの育児休業が原則２回まで取得可能となります。これに伴い，再度の

育児休業取得に係る「条例で定める特別の事情」に関連する規定の整備を行い

ます。 

２ 非常勤職員の子の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和 

非常勤職員の育児休業の取得要件のうち，「子が１歳６箇月に達する日まで」

にその任期が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする職に採用され

ないことが明らかでないとの要件について，子の出生後８週間以内に育児休業

をしようとする場合にその要件を緩和するため規定の整備を行います。 

３ 非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化 

非常勤職員の育児休業の対象期間は原則として子の１歳到達日まででありま

すが，一定の要件を満たす場合にあっては子の１歳６箇月到達日又は２歳到達

日までとすることが可能となっております。 

この場合において，子が１歳以降の育児休業の取得を柔軟化するため，その

要件の整備を行います。 

 

条例改正の概要は，以上となります。 

地方公共団体の職員の勤務時間，休暇その他の勤務条件については，地方公務

員法の規定により国家公務員の措置との均衡を踏まえることが求められているこ

とから，いずれも国家公務員と同様の措置を講ずるもので，令和４年１０月１日

から施行するものです。 
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○常総市職員の育児休業等に関する条例 

平成４年３月２６日 

条例第１号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１

１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項，第３条第２項，第５条

第２項，第７条，第８条，第１０条第１項及び第２項（育児休業法第１１条第

２項において準用する場合を含む。），第１４条（育児休業法第１７条におい

て準用する場合を含む。），第１７条，第１８条第３項並びに第１９条第１項

及び第２項の規定に基づき，並びに育児休業法を実施するため，職員の育児休

業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は，次に掲げる職員とする。 

(1) 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて採用された職員 

(2) 常総市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２８

年常総市条例第１号）第４条第３項の規定により任期を定めて採用された短

時間勤務職員 

(3) 常総市職員の定年等に関する条例（昭和５９年水海道市条例第２号。以下

「職員の定年等に関する条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定に

より引き続いて勤務している職員 

(4) 次のいずれかに該当する非常勤職員非常勤職員であって，次のいずれかに

該当するもの以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以

下同じ。）が１歳６箇月に達する日（以下「１歳６箇月到達日」とい

う。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっては，当該子の出生

の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合

にあっては当該期間の末日から６箇月を経過する日，第２条の４の規

定に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する日）までに，その

任期（任期が更新される場合にあっては，更新後のもの）が満了する

こと及び引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」とい

う。）に採用されないことが明らかでない非常勤職員 

(ｲ) 勤務日の日数を考慮して市規則で定める非常勤職員 
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イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子

が１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日）に

おいて育児休業をしている非常勤職員に限る。） 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に

該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては，当該末日とされた日。以下この(ｱ)において

同じ。）において育児休業をしている非常勤職員であって，同条第３

号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期

間の初日とする育児休業をしようとするもの 

(ｲ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

場合であって，当該任期を更新され，又は当該任期の満了後引き続い

て特定職に採用されることに伴い，当該育児休業に係る子について，

当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする非常勤職員 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常

勤職員であって，当該育児休業に係る子について，当該任期が更新され，

又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い，当該任

期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとするもの 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は，児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親である職員（児童

の親その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため，同項の規定

により，同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託

することができない職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により

委託されている当該児童とする。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は，次の各号に掲げる場

合の区分に応じ，当該各号に定める日とする。 
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(1) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子の１歳

到達日 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前の

いずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規

定による育児休業（以下この条及び次条において「地方等育児休業」とい

う。）をしている場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業を

しようとする場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到

達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合

を除く。） 当該子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育児休業の期間

の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から

当該子の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子

の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第

６５条第１項又は第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子について

育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する

日より後の日であるときは，当該経過する日） 

(3) １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため，非常勤職員が当該

子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当し

てする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこ

れに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日（当該育

児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは，そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の

期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期

間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって，当該任期が更新さ

れ，又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては，

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場合であって，次に掲げる場合のいずれ

にも該当するとき非常勤職員が，次に掲げる場合のいずれにも該当する場合

（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合で

あって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に

該当する場合，市長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場

合に該当する場合） 当該子の１歳６箇月到達日 
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ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる

場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる

場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日が異なるときは，そのいずれかの日））の翌日

（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地

方等育児休業をする場合にあっては，当該地方等育児休業の期間の末日と

された日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合 

アイ 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤

職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日）に

おいて育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１

歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当

してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては，当該末日とされた日）において地方等育児休業を

している場合 

イウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な

勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合に該当

する場合 

エ 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職

員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日）後の

期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場

合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は，１歳６箇月から２

歳に達するまでの子を養育するため，非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日

の翌日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当して

その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

であって，当該任期が更新され，又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては，当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される
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日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって，次

のいずれにも該当するとき非常勤職員が，次の各号に掲げる場合のいずれにも

該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をしている場

合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げ

る場合に該当する場合，市長が定める特別の事情がある場合にあっては同号に

掲げる場合に該当する場合）とする。 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該非常勤職員の配

偶者がこの条の規定に該当し，又はこれに相当する場合に該当して地方等育

児休業をする場合にあっては，当該地方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合 

(1)(2) 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日におい

て育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇

月到達日において地方等育児休業をしている場合 

(2)(3) 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継

続的な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合に

該当する場合 

(4) 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日後の期間に

おいてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間） 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間は，５７日間とする。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は，次に掲げる事情

とする。 

(1) 育児休業をしている職員が産前の休業（常総市職員の勤務時間，休暇等に

関する条例（平成７年水海道市条例第１号。以下「勤務時間条例」という。）

第１４条の規定による特別休暇をいう。以下同じ。）を始め，又は出産した

ことにより当該育児休業の承認が効力を失った後，当該産前の休業又は出産

に係る子が次に掲げる場合に該当することとなったこと。 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 
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(2) 育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したことにより当

該育児休業の承認が取り消された後，同条に規定する承認に係る子が次に掲

げる場合に該当することとなったこと。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請

求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定

した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第

１項第３号の規定による措置が解除された場合 

(3) 育児休業をしている職員が休職又は停職の処分を受けたことにより当該育

児休業の承認が効力を失った後，当該休職又は停職の期間が終了したこと。 

(4) 育児休業をしている職員が当該職員の負傷，疾病又は身体上若しくは精神

上の障害により当該育児休業に係る子を養育することができない状態が相当

期間にわたり継続することが見込まれることにより当該育児休業の承認が取

り消された後，当該職員が当該子を養育することができる状態に回復したこ

と。 

(5) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業に係る子につ

いて既にしたものを除く。）の終了後，３月以上の期間を経過したこと（当

該育児休業をした職員が，当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当

該子を養育するための計画について育児休業等計画書により任命権者に申し

出た場合に限る。） 

(6)(5) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと，配偶者と別居したこと，

育児休業に係る子について児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所，就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園又は児童福祉

法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）

における保育の利用を希望し，申込みを行っているが，当面その実施が行わ

れないことその他の育児休業の終了時に予測することができなかった事実が

生じたことにより当該育児休業に係る子について育児休業をしなければその

養育に著しい支障が生じることとなったこと。 

(7)(6) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４前条の

規定に該当すること。 

(8)(7) その任期任期を定めて採用された職員であって，当該任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が，当該育児休業
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に係る子について，当該任期がものが，当該任期を更新され，又は当該任期

の満了後に特定職に引き続き引き続いて特定職に採用されることに伴い，当

該任期の末日当該育児休業に係る子について，当該更新前の任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される当該採用の日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとすること。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例

で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間は，５７日間とする。 

（育児休業の期間の再度の延長ができる特別の事情） 

第４条 育児休業法第３条第２項の条例で定める特別の事情は，配偶者が負傷又

は疾病により入院したこと，配偶者と別居したこと，育児休業に係る子につい

て保育所等における保育の利用を希望し，申込みを行っているが，当面その実

施が行われないことその他の育児休業の期間の延長の請求時に予測することが

できなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る子について育児休業

の期間の再度の延長をしなければその養育に著しい支障が生じることとなった

こととする。 

中略 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しない場合に育児

短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は，次

に掲げる事情とする。 

(1) 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務を

いう。以下同じ。）をしている職員が産前の休業を始め，又は出産したこと

により当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後，当該産前の休業又は出

産に係る子が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこ

と。 

(2) 育児短時間勤務をしている職員が第１２条第１号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後，同号に規定する承

認に係る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこ

と。 

(3) 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受けたことにより，

当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後，当該休職又は停職の期間が終
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了したこと。 

(4) 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷，疾病又は身体上若しく

は精神上の障害により当該育児短時間勤務に係る子を養育することができな

い状態が相当期間にわたり継続することが見込まれることにより当該育児短

時間勤務の承認が取り消された後，当該職員が当該子を養育することができ

る状態に回復したこと。 

(5) 育児短時間勤務の承認が，第１２条第２号に掲げる事由に該当したことに

より取り消されたこと。 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育児短時間勤務

に係る子について既にしたものを除く。）の終了後，３月以上の期間を経過

したこと（当該育児短時間勤務をした職員が，当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための計画について育児休

業等計画書育児短時間勤務計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）

限る。）。 

(7) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと，配偶者と別居したこと，育児

短時間勤務に係る子について保育所等における保育の利用を希望し，申込み

を行っているが，当面その実施が行われないことその他の育児短時間勤務の

終了時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該育児短時

間勤務に係る子について育児短時間勤務をしなければその養育に著しい支障

が生じることとなったこと。 

中略 

（市規則への委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成４年４月１日から施行する。 

（水海道市職員の育児休業に係る給与等に関する条例の廃止） 

２ 水海道市職員の育児休業に係る給与等に関する条例（昭和５１年水海道市条

例第１３号）は，廃止する。ただし，義務教育諸学校等の女子教育職員及び医

療施設，社会福祉施設等の看護婦，保母等の育児休業に関する法律（昭和５０

年法律第６２号）に基づく育児休業の期間のうち，この条例の施行の日前の期

間に係る給与に関する取扱いについては，なお従前の例による。 

中略 
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附 則（令和元年条例第１９号） 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，第６条の規定（常総市

職員の育児休業等に関する条例第７条，第８条及び第１８条の改正規定を除く。）

は，公布の日から施行する。 

附 則（令和４年条例第５号） 

この条例は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年条例第 号） 

（施行期日） 

１ この条例は，令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例

による改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に

係る部分に限る。）の規定の適用については，なお従前の例による。 
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◎議案第１２号 常総市税条例等の一部を改正する条例について 

 

この条例は，令和４年度税制改正による地方税の改正に伴い，必要となる改

正を行おうとするものです。 

個人住民税につきまして，所得税で控除しきれなかった住宅借入金等特別控

除を個人住民税から控除する住宅借入金等特別税額控除においては，控除の対

象となる居住年が「平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和３

年までの各年である場合に限る。」と定められておりましたが，この期限を

「令和７年まで」として４年間延長する改正が行われました。この改正につき

ましては，令和５年１月１日から適用されることになります。 

また，これら地方税法の改正に伴い，市税条例において必要となる用字用語，

条項等の整備を行うものです。 
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令和５年１月１日施行部分 ゴシック体 
令和６年１月１日施行部分 明朝体 
令和６年４月１日施行部分 イタリック体 

○常総市税条例 

昭和３３年１０月１１日 

条例第１３号 

目次 略 

第１章 総則 

第１節 通則 

（課税の根拠） 

第１条 市税の税目，課税客体，課税標準，税率その他賦課徴収については，法

令その他別に定めがあるもののほか，この条例の定めるところによる。 

中略 

（納税証明書の交付手数料） 

第２０条の４ 法第２０条の１０の納税証明書の交付手数料交付（法第３８２条

の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含

む。）の手数料は，常総市手数料条例（平成１２年水海道市条例第２１号）の

規定により徴収する。ただし，道路運送車両法第９７条の２に規定する証明書

については，手数料を徴しない。 

２ 前項の納税証明書の件数の計算については，年度，税目，証明事項等を基準

として常総市手数料条例で定める。 

中略 

（所得割の課税標準） 

第３３条 所得割の課税標準は，前年の所得について算定した総所得金額，退職

所得金額及び山林所得金額とする。 

２ 前項の総所得金額，退職所得金額又は山林所得金額は，法又はこれに基づく

政令で，特別の定めをする場合を除くほか，それぞれ所得税法（昭和４０年法

律第３３号）その他の所得税に関する法令の規定による所得税法第２２条第２

項又は第３項の総所得金額，退職所得金額又は山林所得金額の計算の例によっ

て算定する。ただし，同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によ

らないものとする。 

３ 法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（以下この項及び次項並び

に第３５条の２において「特定配当等」という。）に係る所得を有する者に係

る総所得金額は，当該特定配当等に係る所得の金額を除外して算定する。 

４ 前項の規定は，特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する

年度分の特定配当等申告書（市民税の納税通知書が送達される時までに提出さ
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れた次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に特定配当等に係

る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載があるとき（特

定配当等申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長

が認めるときを含む。）は，当該特定配当等に係る所得の金額については，適

用しない。ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれ

も提出された場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘

案して，この項の規定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，

この限りでない。 

(1) 第３７条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第３７条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限

る。） 

４ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３７条の３第１項に規定する確定申

告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項

の記載があるときは，当該特定配当等に係る所得の金額については，適用しな

い。 

５ 法第２３条第１項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下この項

及び次項並びに第３５条の２において「特定株式等譲渡所得金額」という。）

に係る所得を有する者に係る総所得金額は，当該特定株式等譲渡所得金額に係

る所得の金額を除外して算定する。 

６ 前項の規定は，特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の４月

１日の属する年度分の特定株式等譲渡所得金額申告書（市民税の納税通知書が

送達される時までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において

同じ。）に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行

規則に定める事項の記載があるとき（特定株式等譲渡所得金額申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）

は，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額については，適用しない。

ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がいずれも提出され

た場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して，こ

の項の規定を適用しないことが適当であると市長が認めるときは，この限りで

ない。 

(1) 第３７条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第３７条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げ
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る申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限

る。） 

６ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３７条の３第１項に規定する確定申

告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行規則

に定める事項の記載があるときは，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の

金額については，適用しない。 

中略 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３５条の２ 所得割の納税義務者が，第３３条第４項に規定する特定配当等申

告書確定申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった

特定配当等の額について法第２章第１節第５款の規定により配当割額を課され

た場合又は同条第６項に規定する特定株式等譲渡所得金額申告書確定申告書に

記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算の基礎となった特定

株式等譲渡所得金額について同節第６款の規定により株式等譲渡所得割額を課

された場合には，当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分の３を乗じ

て得た金額を，第３４条の３及び前３条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除することが

できなかった金額があるときは，当該控除することができなかった金額は，令

第４８条の９の３から第４８条の９の６までに定めるところにより，同項の納

税義務者に対しその控除することができなかった金額を還付し，又は当該納税

義務者の同項の申告書に係る年度分確定申告書に係る年の末日の属する年度の

翌年度分の個人の県民税若しくは市民税に充当し，若しくは当該納税義務者の

未納に係る徴収金に充当する。 

３ 法第３７条の４の規定により控除されるべき額で同条の所得割の額から控除

することができなかった金額があるときは，当該控除することができなかった

金額を第１項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除する

ことができなかった金額とみなして，前項の規定を適用する。 

中略 

（市民税の申告） 

第３７条の２ 第２５条第１項第１号に掲げる者は，３月１５日までに，施行規

則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければならない。た

だし，法第３１７条の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公



議案第１２号（第１条）関係 

18 

的年金等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在において給与又

は公的年金等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は

公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定

するものを除く。），小規模企業共済等掛金控除額，生命保険料控除額，地震

保険料控除額，勤労学生控除額，配偶者特別控除額（所得税法第２条第１項第

３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者所得割の納税義務者（前年の合計所

得金額が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１

０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５

万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るもの

を除く。）若しくは法第３１４条の２第４項同条第４項に規定する扶養控除額

の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除，法第３１

３条第８項に規定する純損失の金額の控除，同条第９項に規定する純損失若し

くは雑損失の金額の控除若しくは第３４条の７の規定により控除すべき金額

（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとす

るものを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」

という。）及び第２６条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表

の上欄の（二）に掲げる者を除く。）については，この限りでない。 

２ 前項の規定により申告書を市長に提出すべき者のうち，前年の合計所得金額

が基礎控除額，配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下である者（施行規則

第２条の２第１項の表の上欄に掲げる者を除く。）が提出すべき申告書の様式

は，施行規則第２条第４項ただし書第２条第３項ただし書の規定により，市長

の定める様式による。 

３～９ 略 

第３７条の３ 第２５条第１項第１号の者が前年分の所得税につき所得税法第２

条第１項第３７号の確定申告書（以下この条において「確定申告書」という。）

を提出した場合には，この節の規定の適用については，当該確定申告書が提出

された日に前条第１項又は第３項から第５項までの規定による申告書が提出さ

れたものとみなす。ただし，同日前に当該申告書が提出された場合は，この限

りでない。 

２ 前項本文の場合には，当該確定申告書に記載された事項（施行規則第２条の

３第１項に規定する事項を除く。）のうち法第３１７条の２第１項各号又は第

３項に規定する事項に相当するもの及び次項の規定により付記された事項は，
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前条第１項又は第３項から第５項までの規定による申告書に記載されたものと

みなす。 

３ 第１項本文の場合には，確定申告書を提出する者は，当該確定申告書に，施

行規則第２条の３第２項各号に掲げる事項を付記しなければならない。 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書扶養親族等申告書） 

第３７条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という。）

で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定

する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年

最初に給与の支払を受ける日の前日までに，施行規則で定めるところにより，

次に掲げる事項を記載した申告書を，当該給与支払者を経由して，市長に提出

しなければならない。 

(1) 当該給与支払者の氏名又は名称 

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下であるものに限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定する青色

事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同

条第４項に規定する事業専従者に該当するものを除き，合計所得金額が１３

３万円以下であるものに限る。次条第１項において同じ。）の氏名 

(2)(3) 扶養親族の氏名 

(3)(4) その他施行規則で定める事項 

２～５ 略 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書扶養親族等申告書） 

第３７条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下こ

の項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって，特定配偶

者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）

の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５４条の２に規定する退職手

当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であって，合

計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号において同

じ。）又は扶養親族（控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有し

ない者を除く。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由すべき所得
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税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条におい

て「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける

日の前日までに，施行規則で定めるところにより，次に掲げる事項を記載した

申告書を，当該公的年金等支払者を経由して，市長に提出しなければならない。 

(1) 当該公的年金等支払者の名称 

(2) 特定配偶者の氏名 

(2)(3) 扶養親族の氏名 

(3)(4) その他施行規則で定める事項 

【第２条による改正に係る対比（令和６年１月１日施行分）】 

所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金

等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この

項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって，特定配

偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに

限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５４条の２に規

定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有す

る者であって，合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をい

う。第２号において同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除

対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有しない者を除く有する者

に限る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）で市内に住所を有するものは，当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この

条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の

支払を受ける日の前日までに，施行規則で定めるところにより，次に掲げ

る事項を記載した申告書を，当該公的年金等支払者を経由して，市長に提

出しなければならない。 

(1) 当該公的年金等支払者の名称 

(2) 特定配偶者の氏名 

(3) 扶養親族の氏名 

(4) その他施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払

者を経由して提出する場合において，当該申告書に記載すべき事項がその年の

前年において当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条
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の３の３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは，公的

年金等受給者は，当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条の６第２項に規

定する国税庁長官の承認を受けている場合に限り，施行規則で定めるところに

より，前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項に代

えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定

による申告書を提出することができる。 

３ 第１項の場合において，同項の規定による申告書がその提出の際に経由すべ

き公的年金等支払者に受理されたときは，その申告書は，その受理された日に

市長に提出されたものとみなす。 

４ 公的年金等受給者は，第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公

的年金等支払者が令第４８条の９の７の３において準用する令第８条の２の２

に規定する要件を満たす場合には，施行規則で定めるところにより，当該申告

書の提出に代えて，当該公的年金等支払者に対し，当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については，同項

中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と，「公的年金等支

払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」

と，「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

中略 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行し，昭和３３年度分の市税から適用する。

ただし，市民税の税率は昭和３４年度から，木材引取税の税率は昭和３３年７

月１日から適用する。 

中略 

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第１３条の３ 当分の間，市民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置

法第８条の４第１項に規定する上場株式等の配当等（以下この項において「上

場株式等の配当等」という。）を有する場合には，当該上場株式等の配当等に

係る利子所得及び配当所得については，第３３条第１項及び第２項並びに第３

４条の３の規定にかかわらず，他の所得と区分し，前年中の当該上場株式等の

配当等に係る利子所得の金額及び配当所得の金額として令附則第１６条の２の

１１第３項で定めるところにより計算した金額（以下この項において「上場株
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式等に係る配当所得等の金額」という。）に対し，上場株式等に係る課税配当

所得等の金額（上場株式等に係る配当所得等の金額（第３項第１号の規定によ

り読み替えて適用される第３４条の２の規定の適用がある場合には，その適用

後の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得

割を課する。この場合において，当該上場株式等の配当等に係る配当所得につ

いては，附則第２４条第１項の規定は，適用しない。 

２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株

式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に

係る配当所得に係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が当該特定上場株式

等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の市民税に

ついて特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき前項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載のある第３３条第４項に規定する特定配当等申告書を提出

した場合（次に掲げる場合を除く。）に限り適用するものとし，市民税の所得

割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特定上場株式等の配当等に係る配

当所得について同条第１項及び第２項並びに第３４条の３の規定の適用を受け

た場合には，当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき他の特定上場株式等

の配当等に係る配当所得について，前項の規定は，適用しない。 

(1) 第３３条第４項ただし書の規定の適用がある場合 

(2) 第３３条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２号に掲げる申告書がい

ずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された事項その他の事

情を勘案して，前項の規定を適用しないことが適当であると市長が認めると

き。 

２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株

式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に

係る配当所得に係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税に

ついて特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第１項の規定の適用

を受けた場合に限り適用する。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には，次に定めるところによる。 

(1) 第３４条の２の規定の適用については，同条中「総所得金額」とあるのは，

「総所得金額，附則第１３条の３第１項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額」とする。 

(2) 第３４条の６から第３５条まで，第３５条の２第１項，附則第２４条第１

項，附則第２４条の３第１項及び附則第２４条の３の２第１項の規定の適用
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については，第３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第１３条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と，第３４条の７

第１項前段，第３５条，第３５条の２第１項，附則第２４条第１項，附則第

２４条の３第１項及び附則第２４条の３の２第１項中「所得割の額」とある

のは「所得割の額並びに附則第１３条の３第１項の規定による市民税の所得

割の額」と，第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第１３条の３第１項の規定による市民税の所得割の額の合計額」

とする。 

(3) 第３６条の規定の適用については，同条中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は附則第１３条の３第１項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と，「若しくは山林所得金額」とあるのは「，

山林所得金額若しくは租税特別措置法第８条の４第１項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」とする。 

(4) 附則第６条の３の規定の適用については，同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第１３条の３第１項に規定する上場株

式等に係る配当所得等の金額」と，同条第２項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第１３条の３第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

中略 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第２４条の３ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の市民税に

限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又

は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定す

る居住年（次条において「居住年」という。）が平成１１年から平成１８年ま

での各年である場合に限る。）においては，法附則第５条の４第６項に規定す

るところにより控除すべき額（第３項において「市民税の住宅借入金等特別税

額控除額」という。）を，当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の６の

規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３５条及び第３５条の２第１項の規

定の適用については，第３５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第

２４条の３第１項」と，同項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則第２

４条の３第１項」とする。 

３ 第１項の規定は，市民税の所得割の納税義務者が，当該年度の初日の属する
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年の３月１５日までに，施行規則で定めるところにより，同項の規定の適用を

受けようとする旨及び市民税の住宅借入金等特別税額控除額の控除に関する事

項を記載した市民税の住宅借入金等特別税額控除申告書（その提出期限後にお

いて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含む。）を，

市長に提出した場合（法附則第５条の４第９項の規定により税務署長を経由し

て提出した場合を含む。）に限り，適用する。 

第２４条の３の２ 平成２２年度から令和１５年度令和２０年度までの各年度分

の個人の市民税に限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別

措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平

成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から令和３年令和７年までの各年

である場合に限る。）において，前条第１項の規定の適用を受けないときは，

法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を，当該納税義務者の第

３４条の３及び第３４条の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３５条及び第３５条の２第１項の規

定の適用については，第３５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第

２４条の３の２第１項」と，第３５条の２第１項中「前３条」とあるのは「前

３条並びに附則第２４条の３の２第１項」とする。 

中略 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市

民税の課税の特例） 

第２５条の２ 昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税に限

り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因とな

る土地等（租税特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この

条において同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条において

同じ。）をした場合において，当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則

第３４条の２第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡をいう。）に該当す

るときにおける前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲

渡所得を除く。次項において同じ。）に係る課税長期譲渡所得金額に対して課

する市民税の所得割の額は，前条第１項の規定にかかわらず，次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ，当該各号に定める金額に相当する額とする。 

(1) 課税長期譲渡所得金額が２千万円以下である場合 当該課税長期譲渡所得

金額の１００分の２．４に相当する金額 
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(2) 課税長期譲渡所得金額が２千万円を超える場合 次に掲げる金額の合計額 

ア ４８万円 

イ 当該課税長期譲渡所得金額から２千万円を控除した金額の１００分の３

に相当する金額 

２ 前項の規定は，昭和６３年度から令和５年度までの各年度分の個人の市民税

に限り，所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因

となる土地等の譲渡をした場合において，当該譲渡が確定優良住宅地等予定地

のための譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地

のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当するときにおける前

条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民

税の所得割について準用する。この場合において，当該譲渡が法附則第３４条

の２第１０項の規定に該当することとなるときは，当該譲渡は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合において，所得割の納

税義務者が，その有する土地等につき，租税特別措置法第３３条から第３３条

の４まで，第３４条から第３５条の３まで，第３６条の２，第３６条の５，第

３７条，第３７条の４から第３７条の６まで，第３７条の８又は第３７条の９

又は第３７条の８の規定の適用を受けるときは，当該土地等の譲渡は，第１項

に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定優良住宅地等予

定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

中略 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２８条の２ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定す

る特例適用利子等，外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項に規定する特

例適用利子等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第２項に規定する特例

適用利子等については，第３３条及び第３４条の３の規定にかかわらず，他の

所得と区分し，その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第２項（外国

居住者等所得相互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この項において「特例適

用利子等の額」という。）に対し，特例適用利子等の額（次項第１号の規定に

より読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には，その適用後の
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金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割

を課する。 

２ 略 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８条

第４項に規定する特例適用配当等，外国居住者等所得相互免除法第１２条第６

項に規定する特例適用配当等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等（次項において「特例適用配当等」という。）につ

いては，第３３条第３項及び第４項の規定は適用しない。この場合において，

当該特例適用配当等については，同条及び第３４条の３の規定にかかわらず，

他の所得と区分し，その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項及び第１６条第３項において準

用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この項において

「特例適用配当等の額」という。）に対し，特例適用配当等の額（第５項第１

号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には，そ

の適用後の金額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民

税の所得割を課する。 

４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日

の属する年度分の特例適用配当等申告書（市民税の納税通知書が送達される時

までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に前

項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（特例適用配当等申

告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めると

きを含む。）に限り，適用する。ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に

掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された

事項その他の事情を勘案して，同項後段の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第３７条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第３７条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限

る。） 

４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る

第３７条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けよう

とする旨の記載があるときに限り，適用する。 

５ 略 
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（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２８条の３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４

６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等については，第３３条及び第３４条の３の規定にかかわ

らず，他の所得と区分し，その前年中の同項に規定する条約適用利子等の額

（以下この項において「条約適用利子等の額」という。）に対し，条約適用利

子等の額（次項第１号の規定により読み替えられた第３４条の２の規定の適用

がある場合には，その適用後の金額）に１００分の５の税率から租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１項に規定する限度税率（第３項において「限度税

率」という。）を控除して得た率に５分の３を乗じて得た率（当該納税義務者

が同条第３項の規定の適用を受ける場合には，１００分の３の税率）を乗じて

計算した金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 略 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等（次項において「条約適用配当等」とい

う。）については，第３３条第３項及び第４項の規定は適用しない。この場合

において，当該条約適用配当等については，同条及び第３４条の３の規定にか

かわらず，他の所得と区分し，その前年中の租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等の額（以下この項において「条約適用

配当等の額」という。）に対し，条約適用配当等の額（第５項第１号の規定に

より読み替えられた第３４条の２の規定の適用がある場合には，その適用後の

金額）に１００分の５の税率から限度税率を控除して得た率に５分の３を乗じ

て得た率（当該納税義務者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第３項の規

定の適用を受ける場合には，１００分の３の税率）を乗じて計算した金額に相

当する市民税の所得割を課する。 

４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日

の属する年度分の条約適用配当等申告書（市民税の納税通知書が送達される時

までに提出された次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に前

項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（条約適用配当等申

告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めると

きを含む。）に限り，適用する。ただし，第１号に掲げる申告書及び第２号に

掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された
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事項その他の事情を勘案して，同項後段の規定を適用しないことが適当である

と市長が認めるときは，この限りでない。 

(1) 第３７条の２第１項の規定による申告書 

(2) 第３７条の３第１項に規定する確定申告書（同項の規定により前号に掲げ

る申告書が提出されたものとみなされる場合における当該確定申告書に限

る。） 

４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る

第３７条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けよう

とする旨の記載があるときに限り，適用する。 

５ 略 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合（第３

項後段の規定の適用がある場合を除く。）における第３５条の２の規定の適用

については，同条第１項中「又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第２

８条の３第３項前段に規定する条約適用配当等（以下「条約適用配当等」とい

う。）に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の年分の所得税

に係る同条第４項に規定する条約適用配当等申告書にこの項確定申告書にこの

項の規定の適用を受けようとする旨及び当該条約適用配当等に係る所得の明細

に関する事項の記載がある場合（条約適用配当等申告書にこれらの記載がない

ことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）であって，

当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条約適用配当等の

額について租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等

に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規定により配

当割額を課されたとき，又は第３３条第６項」と，同条第３項中「法第３７条

の４」とあるのは「租税条約等実施特例法第３条の２の２第９項の規定により

読み替えて適用される法第３７条の４」とする。 

中略 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

第３１条の３ 所得割の納税義務者が，新型コロナウイルス感染症等の影響に対

応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律(令和２年法律第２５号。

次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。)第５条第４項に

規定する指定行事のうち，市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規

模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金，参加料金その他の対価の払戻
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しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内に

した場合には，当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法附則第６

０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項

第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして，第３４条の７の規定を適用

する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第３１条の４ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第２４条の

３の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは，

「令和１６年度」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例

法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第２４条の３の２

第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１

７年度」と，「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

第３２条 石下町の編入の日（以下「編入日」という。）前に，石下町税条例

（昭和４７年石下町条例第１６号）の規定により課した町税又は課すべき町税

については，なお石下町税条例の例による。 

２ 編入日前に，石下町条例の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，

この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

３ 編入日前になされた石下町税条例に違反する行為に対する罰則の適用につい

ては，なお同条例の例による。 

附 則（昭和３４年条例第６号） 

１ この条例は，公布の日から施行し，昭和３４年度分の固定資産税から適用す

る。 

２ 改正前の市税条例の規定に基づいて課した，又は課すべきであった固定資産

税については，なお従前の例による。 

中略 

附 則（令和４年条例第８号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和４年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き，この条例の規定による改正後の常総市税
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条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和４年度以後の年度分の固定資産

税について適用し，令和３年度分までの固定資産税については，なお従前の例

による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施設又は

設備に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

附 則（令和４年条例第 号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和５年１月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中常総市税条例第３３条第４項及び第６項，第３５条の２第１項及

び第２項並びに第３７条の２第１項ただし書及び第２項の改正規定並びに同

条例附則第１３条の３第２項，第２８条の２第４項並びに第２８条の３第４

項及び第６項の改正規定並びに第２条（常総市税条例の一部を改正する条例

附則第２条第２項の改正規定に限る。）の規定並びに附則第３条第３項の規

定 令和６年１月１日 

(2) 第１条中常総市税条例第２０条の４第１項の改正規定及び次条の規定 令

和６年４月１日 

（納税証明書に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の常総市税条例（次条第１項及び第２項にお

いて「新条例」という。）第２０条の４第１項（地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は，前条第２号に掲げ

る規定の施行の日以後にされる同法第２０条の１０の規定による証明書の交付

について適用する。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３７条の３の２第１項の規定は，この条例の施行の日（以下こ

の項及び次項において「施行日」という。）以後に支払を受けるべき同条第１

項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書につ

いて適用し，施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の常総市

税条例（次項において「旧条例」という。）第３７条の３の２第１項に規定す

る給与について提出した同項及び同条第２項に規定する申告書については，な

お従前の例による。 
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２ 新条例第３７条の３の３第１項の規定は，施行日以後に支払を受けるべき所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金

等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項におい

て「公的年金等」という。）について提出する新条例第３７条の３の３第１項

に規定する申告書について適用し，施行日前に支払を受けるべき公的年金等に

ついて提出した旧条例第３７条の３の３第１項に規定する申告書については，

なお従前の例による。 

３ 附則第１条第１号に掲げる規定による改正後の常総市税条例の規定中個人の

市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

 

別表 略 

 



議案第１２号（第２条）関係 

32 

令和５年１月１日施行部分 ゴシック体 
令和６年１月１日施行部分 明朝体 

常総市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和３年６月１６日 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

常総市条例第１４号 

 

常総市税条例の一部を改正する条例 

 

常総市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の一部を次のように改正す

る。 

第２６条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対

象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

第３４条の７第１項第２号及び第３号中「寄附金（」の次に「出資に関する業

務に充てられることが明らかなものを除き，」を加え，同項第４号中「を除く。」

を「及び出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き，」に改め，

同項第５号及び第６号中「寄附金（」の次に「出資に関する業務に充てられるこ

とが明らかなものを除き，」を加え，同項第７号中「を除く。」を「及び出資に

関する業務に充てられることが明らかなものを除き，」に改め，同項第８号中

「寄附金（」の次に「出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除

き，」を加え，同項第１０号中「もの」の次に「，出資に関する業務に充てられ

ることが明らかなもの」を加える。 

第３７条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の

者扶養親族（」の次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え，「有しない者を除く」

を「有する者に限る」に改める。 

附則第６条の３第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び

控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

附則第１２条の２中第２５項を第２６項とし，第２４項を第２５項とし，第２

３項の次に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は，３分

の１とする。 

附則第２３条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 
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附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和４年１月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げ

る規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1) 常総市税条例第２６条第２項及び第３７条の３の３第１項の改正規定並び

に同条例附則第６条の３第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 令和６

年１月１日 

(2) 附則第３条の規定 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和

３年法律第 号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

(3) 常総市税条例附則第１２条の２の改正規定 特定都市河川浸水被害対策法

等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の常総市税条例（以下「新条例」という。）第３

４条の７第１項第１号の規定は，所得割の納税義務者がこの条例の施行の日

（以下この項において「施行日」という。）以後に支出する同号に規定する寄

附金又は金銭について適用し，所得割の納税義務者が施行日前に支出したこの

条例による改正前の常総市税条例第３４条の７第１項第１号に規定する寄附金

又は金銭については，なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分第２６条第２項及び第３７条の３

の３第１項並びに附則第６条の３第１項の規定は，令和６年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，

なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日

から令和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」とい

う。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号。次号にお

いて「改正法」という。）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において

「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項

において同じ。）をした同条に規定する家屋及び構築物（中小事業者等が，同

条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係

る契約により家屋及び構築物を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間

内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する家屋及び構築物を，適用
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期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該家屋及び構築物を

含む。）に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１２条の２第２６項の規定は，令和３年４月１日以後に改正法

第１条の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規定する中小事業者等

（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取

得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資産

（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が，同条に

規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契

約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が当該特例対象資

産のうち，機械及び装置，工具，器具及び備品並びに同条に規定する建物附属

設備にあっては生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日

以後，家屋及び構築物にあっては地方税法等の一部を改正する法律（令和２年

法律第２６号）の施行の日以後に取得をした同条に規定する先端設備等に該当

する特例対象資産を，令和３年４月１日以後にリース取引により引渡しを受け

た場合における当該特例対象資産を含む。）に対して課する附則第１条第２号

に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日（当該施行の日が１月１

日である場合には，同日）を賦課期日とする年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用する。 
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◎議案第１３号 証明書自動交付機の廃止に伴う関係条例の整理に関する条例に

ついて 

 

本案は，本庁舎及び石下庁舎に設置している証明書自動交付機の廃止に伴い，

証明書自動交付機に係る規定を削除する必要があることから，所要の改正等を

行うものです。 

 

１ 証明書自動交付機の廃止の理由 

証明書自動交付機については，機器本体や補修用の部品等の製造が中止とな

り，その維持管理が困難となったことにより継続使用が見込めない状況から，

令和６年３月３１日をもって，運用を廃止することといたします。 

証明書自動交付機が廃止となる令和６年４月１日までに，マイナンバーカー

ドの取得を推進しまして，コンビニ交付の利用の拡大を図ってまいります。 

 

２ 条例の改正等の概要 

(1) 常総市印鑑条例の一部改正 

証明書自動交付機の廃止に伴い，条例中の証明書自動交付機に関連する規

定を削除する改正を行います。 

(2) 常総市多機能磁気カードの発行等に関する条例の廃止 

証明書自動交付機は，印鑑登録証明書の交付に加え，住民票，所得証明書，

課税証明書等の交付を受けることができるものです。 

多機能磁気カードは，証明書自動交付機でこれらの証明書等の交付を受け

ることを可能とするため，印鑑条例に基づく印鑑登録証としての機能のほか，

証明書等の交付請求者を識別するための機能を付加しております。 

証明書自動交付機の廃止に伴い，多機能磁気カードとしての機能及びその

発行が不要となることから，この条例は廃止するものです。 

なお，多機能磁気カードについては，条例の廃止後は，印鑑登録証として，

引き続き，市役所窓口で印鑑登録証明書を取得するときに使用することとな

ります。 

 

３ 施行期日 

令和６年４月１日
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○常総市印鑑条例 

昭和５７年３月２５日 

条例第１号 

水海道市印鑑条例（昭和３２年水海道市条例第１８号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は，印鑑の登録及び証明について必要な事項を定めるものとす

る。 

中略 

（印鑑登録証） 

第６条 市長は，印鑑の登録をしたときは，印鑑の登録を受けている旨を証する

印鑑登録証（印鑑の登録を受けている者（以下「印鑑登録者」という。）につ

いて，その者を識別するための情報を記録する磁気を付した樹脂製の書面をい

う。以下同じ。）を直接，印鑑登録者又はその代理人に交付するものとする。 

２ 印鑑登録証には，登録番号を記載するものとする。 

中略 

（印鑑登録証明書の交付申請） 

第１２条 印鑑登録者は，印鑑登録証明書交付申請書に印鑑登録証を添えて，印

鑑登録証明書の交付を申請することができる。 

２ 第３条第２項の規定は，前項の規定による申請について準用する。この場合

において，第３条第２項中「登録申請者」とあるのは「印鑑登録者」と，「委

任の旨を証する書面を添えて，代理人」とあるのは「代理人」と読み替えるも

のとする。 

３ 市長は，第１項の規定による申請があったときは，印鑑登録証及び印鑑登録

原票の登録事項と照合し，当該申請が適正であることを確認した上，当該申請

をした者に印鑑登録証明書を交付するものとする。 

（証明書自動交付機による印鑑登録証明書の交付申請） 

第１３条 前条の規定にかかわらず，印鑑登録者は，自ら印鑑登録証を使用して，

証明書自動交付機（常総市多機能磁気カードの発行等に関する条例（平成１０

年水海道市条例第１０号）第２条第１号に規定する証明書自動交付機をいう。）

により印鑑登録証明書の交付を受けることができる。この場合において，印鑑

登録証明書の交付に関し必要な手続は，市規則で定める。 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請） 

第１３条の２第１３条 前２条前条の規定にかかわらず，印鑑登録者は，自ら個
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人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。）を使用して，多機能端末機（地方公共団体情報システム機構（地

方公共団体情報システム機構法（平成２５年法律第２９号）第１条に規定する

地方公共団体情報システム機構をいう。）と契約した民間事業者が設置する端

末機であって，本市の電子計算機と電気通信回線で接続されたものをいう。）

により印鑑登録証明書の交付を受けることができる。この場合において，印鑑

登録証明書の交付に関し必要な手続は，市規則で定める。 

中略 

（委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，昭和５７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の水海道市印鑑条例第２条の

規定により印鑑の登録を受けている者については，この条例の施行の日から昭

和５８年３月３１日までの間は，なお従前の例により印鑑の証明をすることが

できる。ただし，その者の印鑑についてこの条例による改正後の水海道市印鑑

条例第４条第２項の規定により登録がなされたときは，この限りでない。 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

３ 石下町の編入の日（以下「編入日」という。）前に，石下町印鑑条例（昭和

５７年石下町条例第４号）の規定により登録されている印鑑は，この条例の規

定により登録されたものとみなす。 

４ 前項の規定により登録されたものとみなされた印鑑に係る印鑑登録証を有す

る者は，編入日後も当該印鑑登録証により登録の証明を受けることができる。 

中略 

附 則（令和２年条例第４号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和４年条例第 号） 

この条例は，令和６年４月１日から施行する。 
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○常総市多機能磁気カードの発行等に関する条例 

平成１０年６月２２日 

条例第１０号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，市が発行する証明書等を証明書自動交付機及びその他の電

子計算機の端末機を利用して交付する場合において，市民が使用する多機能磁

気カードの発行等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 証明書自動交付機 市が保有する電子計算機と電気通信回線で接続された

証明書等の交付のための専用の端末機をいう。 

(2) 多機能磁気カード 個人を識別するための情報を記録する磁気を付した樹

脂製の書面をいう。 

（用途） 

第３条 多機能磁気カードは，その交付を受ける者の申請に基づいて次に掲げる

機能を付加することができるものとし，当該機能ごとの用途に使用することが

できる。 

(1) 常総市印鑑条例（昭和５７年水海道市条例第１号）第６条に規定する印鑑

登録証 

(2) 自己又は自己と同一世帯に属する者に係る住民票の写しの交付を請求する

場合における請求者を識別するための機能 

(3) 自己に係る次に掲げる証明書の交付を請求する場合における請求者を識別

するための機能 

ア 所得証明書 

イ 市民税・県民税課税証明書 

ウ 市民税・県民税非課税証明書 

（名称） 

第４条 多機能磁気カードの名称は，じょうそう市民カード（以下「市民カード」

という。）とする。 

（交付資格） 

第５条 市民カードは，本市の住民（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

の規定に基づく本市の住民基本台帳に記載されている者をいう。）１人につき
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１枚交付することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，市民カード

の交付を受けることができない。 

(1) 年齢１５歳未満の者 

(2) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

（暗証番号） 

第６条 市民カードの交付を受けようとする者であって，証明書自動交付機を利

用しようとするものは，市規則で定めるところにより第３条各号に掲げる機能

ごとに自己が使用する暗証番号を届け出なければならない。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１０年１０月１日から施行する。 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

２ 石下町の編入の日前に，石下町印鑑条例（昭和５７年石下町条例第４号）の

規定により印鑑登録証を有する者が，当該印鑑登録証と引き換えに，この条例

の規定に基づく市民カードの交付を初めて受けるときは，水海道市手数料条例

（平成１２年水海道市条例第２１号）の規定にかかわらず，無料とする。 

附 則（平成１２年条例第３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第８５号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際，現にこの条例による改正前の水海道市多機能磁気カー

ドの発行等に関する条例（以下「改正前の条例」という。）の規定により交付

された市民カードは，この条例による改正後の水海道市多機能磁気カードの発

行等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定により交付された

ものとみなす。 

３ この条例の施行の際，現に改正前の条例の規定に基づく市民カードを有する

者が，当該市民カードと引き換えに，改正後の条例の規定に基づく市民カード
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の交付を初めて受けるときは，水海道市手数料条例（平成１２年水海道市条例

第２１号）の規定にかかわらず，無料とする。 

附 則（平成２４年条例第３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

５ この条例の施行の際現に第３条の規定による改正前の常総市多機能磁気カー

ドの発行等に関する条例第５条第１項第２号に規定する資格に基づき多機能磁

気カードの交付を受けている者（以下「外国人住民多機能磁気カード保有者」

という。）であって，この条例の施行の日において住民基本台帳法の規定に基

づく本市の住民基本台帳に記載されているものは，第３条の規定による改正後

の常総市多機能磁気カードの発行等に関する条例第５条第１項に規定する資格

に基づき多機能磁気カードの交付を受けた者とみなす。 

６ 前項の場合において，外国人住民多機能磁気カード保有者であって，この条

例の施行の日において住民基本台帳に記載されなかったものが保有する多機能

磁気カードに関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則（平成２７年条例第３５号） 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の常総市多機能磁気カードの

発行等に関する条例（以下「改正前の条例」という。）の規定により交付され

た多機能磁気カードは，この条例による改正後の常総市多機能磁気カードの発

行等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定により交付された

ものとみなす。 

３ 前項の規定により改正後の条例の規定により交付されたものとみなされる多

機能磁気カード（以下「継続多機能磁気カード」という。）は，改正後の条例

第３条第３号に掲げる機能を新たに付加されるものとする。ただし，当該継続

多機能磁気カードを保有する者が特段の意思表示をしたときは，この限りでな

い。 

４ 前項本文の場合において，継続多機能磁気カードに新たに付加されることと

なる機能に係る暗証番号については，改正後の条例第６条の規定にかかわらず，

次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める暗証番号を届け出たものとみ
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なす。ただし，当該継続多機能磁気カードを保有する者が特段の意思表示をし

たときは，この限りでない。 

(1) 改正前の条例第６条の規定により第３条第１号に掲げる機能に係る暗証番

号を届け出ているとき 当該暗証番号 

(2) 改正前の条例第６条の規定により第３条第２号に掲げる機能に係る暗証番

号を届け出ているとき（前号に掲げる場合を除く。） 当該暗証番号 

附 則（令和２年条例第４号） 

この条例は，公布の日から施行する。 
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◎議案第１４号 訴えの提起について 

◎議案第１５号 訴えの提起について 

 

議案第１４号及び議案第１５号につきましては，民事訴訟法の規定による支

払督促の申立てに係るものです。 

まず，議案第１４号について御説明いたします。 

相手方らは，住宅資金貸付金の借入者及びその連帯保証人でありますが，貸

金債権の支払を求める催告にもかかわらず，その支払に応じないことから，支

払督促の申立てを行うものです。 

次に，議案第１５号について御説明いたします。 

相手方は，住宅資金貸付金の借入者の連帯保証人であります。 

主債務者である借入者は自己破産をしたことから主債務は免責となるものの，

自己破産の効力は連帯保証人には及ばないこととされております。 

したがいまして，連帯保証人は，引き続き保証債務を負担する義務を負って

おりますが，貸金債権の支払を求める催告にもかかわらず，その支払に応じな

いことから，支払督促の申立てを行うものです。 

 

支払督促については，債務者がその送達を受けた日から２週間以内に民事訴

訟法の規定による督促異議の申立てをしない場合等にあっては支払督促が確定

判決と同一の効力を有することとなり強制執行をすることができることとなり

ますが，この期間内に督促異議の申立てがなされた場合にあっては同法の規定

により支払督促の申立ての時に訴えの提起があったものとみなされ，通常訴訟

に移行することとなるため，地方自治法第９６条第１項第１２号の規定による

議会の議決が必要となることから，あらかじめ議会の議決を求めるものです。 
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◎議案第１６号 常総市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

本案は，新型コロナウイルス感染症緊急経済対策において，新型コロナウイ

ルス感染症の影響により一定程度収入が下がった方々等に対して，介護保険料

の減免を行う旨の方針が示されたことを踏まえ，国の財政支援の対象となる基

準に基づき，令和３年度と同様に今年度も当該減免を実施するための改正を行

うものです。 

減免の対象となる介護保険料は，令和４年４月１日から令和５年３月３１日

までの間に普通徴収の納期限又は特別徴収対象年金給付の支払日が設定されて

いる保険料といたします。 

なお，介護保険料の減免の額は，前年度と同様のものとなります。 
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○常総市介護保険条例 

平成１２年３月２７日 

条例第１４号 

目次 略 

第１章 市が行う介護保険 

第１条 常総市が行う介護保険については，法令に定めがあるもののほか，この

条例の定めるところによる。 

第２条～第１５条 略 

（保険料の減免） 

第１６条 市長は，前条第１項各号のいずれかに該当する者のうち必要があると

認められるものに対し，保険料を減額し，又は免除することができる。 

２ 前項の規定による保険料の減額又は免除（以下「減免」という。）を受けよ

うとする者は，普通徴収の方法により保険料を徴収されている者については納

期限前７日までに，特別徴収の方法により保険料を徴収されている者について

は特別徴収対象年金給付の支払に係る月の前々月の１５日までに，次に掲げる

事項を記載した申請書に減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して，

市長に提出しなければならない。 

(1) 被保険者及び主たる生計維持者の氏名及び住所 

(2) 納期限及び保険料 

(3) 減免を受けようとする理由 

３ 第１項の規定により減免を受けた者は，その理由が消滅したときは，直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 

第１７条～第２４条 略 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成１２年４月１日から施行する。ただし，第２条，第３

条の規定は，公布の日から施行する。 

第２条～第１１条 略 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等にお

ける保険料の減免） 

第１２条 令和２年２月１日から令和４年３月３１日令和５年３月３１日までの

間に納期限（特別徴収の場合にあっては，特別徴収対象年金給付の支払日。以

下この項において同じ。）が定められている保険料（第１号被保険者の資格を
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取得した日から１４日以内に法第１２条第１項の規定による届出が行われなか

ったため令和２年２月１日以降に納期限が定められている保険料であって，当

該届出が第１号被保険者の資格を取得した日から１４日以内に行われていたな

らば同年２月１日前に納期限が定められるべきものを除く。）の減免について

は，次の各号のいずれかに該当する者は，第１６条第１項に規定する保険料の

減免の要件を満たすものとして，同項の規定を適用する。 

(1) 新型コロナウイルス感染症（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項第３号に規定する

新型コロナウイルス感染症をいう。次号において同じ。）により，第１号被

保険者の属する世帯の生計を主として維持する者（以下「主たる生計維持者」

という。）が死亡し，又は重篤な傷病を負ったこと。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響により，主たる生計維持者の事業収入，

不動産収入，山林収入又は給与収入（以下この号において「事業収入等」と

いう。）の減少が見込まれ，次のア及びイに該当すること。 

ア 主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額（保険金，損害賠償

等により補填されるべき金額があるときは，当該金額を控除した額）が前

年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること。 

イ 主たる生計維持者の合計所得金額（令第２２条の２第１項に規定する合

計所得金額をいう。）のうち，減少することが見込まれる事業収入等に係

る所得以外の前年の所得の合計額が４００万円以下であること。 

２ 前項の場合における第１６条第２項の規定の適用については，同項中「提出

しなければならない」とあるのは，「提出しなければならない。ただし，市長

は，これにより難い事情があると認めるときは，別に申請期限を定めることが

できる」とする。 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第１３条 第１号被保険者のうち，令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保

険料率の算定についての第７条第１項（第６号ア，第７号ア，第８号ア，第９

号ア，第１０号ア及び第１１号アに係る部分に限る。）の規定の適用について

は，同項第６号ア中「租税特別措置法」とあるのは，「所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得の合計額については，同法第２８条第２項の規
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定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算し

た金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には

零とする。）によるものとし，租税特別措置法」とする。 

２ 前項の規定は，令和４年度における保険料率の算定について準用する。この

場合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和３年」と読み替えるも

のとする。 

３ 前項の規定は，令和５年度における保険料率の算定について準用する。この

場合において，同項中「令和２年」とあるのは，「令和４年」と読み替えるも

のとする。 

中略 

附 則（令和３年条例第１６号） 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第１２条第１項及び次項の

規定は，令和３年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 令和２年度以前の年度分の保険料に対する減免に係る改正後の附則第１２条

第１項の規定の適用については，同項第２号イ中「令第２２条の２第１項」と

あるのは，「健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和２年政令第３８

１号）第７条の規定による改正前の令第２２条の２第１項」とする。 

附 則（令和４年条例第 号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第１２条第１項の規定は，令

和４年４月１日から適用する。 
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◎議案第１７号 常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に対する

国民健康保険税の減免措置については，令和２年度から実施しているところで

すが，今年度も引き続き国から財政支援が行われることとされ，当該財政支援

の算定基準についても示されたことから，国の財政支援の対象となる国民健康

保険税について減免を行うこととし，減免申請書の提出期限の特例に係る規定

を改めるほか，用語の整合を図る改正を行います。 

減免の対象となる国民健康保険税は，原則として令和４年４月１日から令和

５年３月３１日までの間に普通徴収の納期限又は特別徴収対象年金給付の支払

日が設定されている令和４年度分の国民健康保険税といたしますが，令和３年

度末に国民健康保険の資格を取得した者からの届出が令和４年３月以降になさ

れた場合は，同年３月分の国民健康保険税についても，同様に減免を行うこと

といたします。 

なお，既に徴収しているものがある場合は，遡って減免を行うことといたし

ます。 
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○常総市国民健康保険税条例 

昭和３４年６月２８日 

条例第１３号 

（納税義務者） 

第１条 国民健康保険税は，国民健康保険の被保険者である世帯主に対して課す

る。 

２ 国民健康保険の被保険者である資格がない世帯主であって，当該世帯内に国

民健康保険の被保険者である者がある場合においては，当該世帯主を国民健康

保険の被保険者である世帯主とみなして，国民健康保険税を課する。 

中略 

（国民健康保険税の減免） 

第２３条の３ 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認

められるものに対し，国民健康保険税を減免する。 

(1) 災害等により生活が著しく困難となった者又はこれに準ずると認められる

者 

(2) 当該年の所得が皆無となった者又はこれに準ずると認められる者 

(3) 次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月

までの間に限る。）の属する世帯の納税義務者 

ア 被保険者の資格を取得した日において，６５歳以上である者 

イ 被保険者の資格を取得した日の前日において，次のいずれかに該当する

者（当該資格を取得した日において，高齢者の医療の確保に関する法律の

規定により被保険者となった者に限る。）の被扶養者であった者 

(ｱ) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）の規定による被保険者（同

法第３条第２項の規定による日雇特例被保険者を除く。） 

(ｲ) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）の規定による被保険者 

(ｳ) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）又は地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に基づく共済組合の組

合員 

(ｴ) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定による

私立学校教職員共済制度の加入者 

(ｵ) 健康保険法第１２６条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を

受け，その手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至

るまでの間にある者（同法第３条第２項ただし書の規定による承認を
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受けて同項の規定による日雇特例被保険者とならない期間内にある者

及び同法第１２６条第３項の規定により当該日雇特例被保険者手帳を

返納した者を除く。） 

２ 前項の規定によって国民健康保険税の減免を受けようとする者は，納期限ま

でに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする理由を証明する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名及び住所 

(2) 納期限及び税額 

(3) 減免を受けようとする理由 

３ 第１項の規定によって国民健康保険税の減免を受けた者は，その理由が消滅

した場合においては，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

（国民健康保険税に関する申告） 

第２４条 国民健康保険税の納税義務者は，４月１５日まで（国民健康保険の賦

課期日後に納税義務が発生した者は，当該納税義務が発生した日から１５日以

内）に，当該納税義務者及びその世帯に属する被保険者の所得その他市長が必

要と認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。ただし，

当該納税義務者及びその世帯に属する被保険者の前年中の所得につき法第３１

７条の２第１項の申告書が市長に提出されている場合又は当該納税義務者及び

その世帯に属する被保険者が同項ただし書に規定する者（同項ただし書の条例

で定める者を除く。）である場合においては，この限りでない。 

（特例対象被保険者等に係る申告） 

第２４条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等で

ある場合には，当該納税義務者は，離職理由その他の事項で市長が必要と認め

る事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書の提出に当たり，当該納税義務者は，雇用保険受給資格者証

（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１７条の２第１項第１

号に規定するものをいう。）その他の特例対象被保険者等であることの事実を

証明する書類の提示を求められた場合には，これらを提示しなければならない。 

（国民健康保険税の納税通知書） 

第２５条 国民健康保険税の納税通知書の様式は，市長が別に定める。 

（委任） 

第２６条 この条例に定めるほか，国民健康保険税の賦課徴収については，常総
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市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の定めるところによる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は公布の日から施行し，昭和３４年度分の国民健康保険税から適用

する。 

中略 

（平成２２年度以降の国民健康保険税の減免の特例） 

１５ 当分の間，平成２２年度以降の第２３条の３第１項第３号に規定する者の

国民健康保険税の減免については，同号中「該当する者（資格取得日の属する

月以後２年を経過する月までの間に限る。）」とあるのは，「該当する者」と

する。 

（新型コロナウイルス感染症に関する国民健康保険税の減免申請書の提出期限

の特例） 

１６ 当分の間，新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和２年１月に，中華人民共和国から世界保健機関に対し

て，人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である

感染症をいう。）（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第６条第７項第３号に規定する新型コロナウイ

ルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１

月に，中華人民共和国から世界保健機関に対して，人に伝染する能力を有する

ことが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）をいう。）の

影響により第２３条の３第１項第１号に掲げる者に該当する者であって，市長

が必要と認めるものが国民健康保険税（令和２年度分及び令和３年度分及び令

和４年度分の国民健康保険税であって，令和３年４月１日から令和４年３月３

１日令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に普通徴収の納期限

（特別徴収の場合にあっては，特別徴収対象年金給付の支払日）が設定されて

いるもの（令和３年２月令和４年２月以前分の国民健康保険税を除く。）に限

る。）の減免を受けようとする場合における同条第２項の規定による申請書の

提出期限は，同項の規定にかかわらず，市長が指定する日とする。 

中略 

附 則（令和３年条例第１７号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和３年条例第２６号）抄 
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（施行期日） 

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第３条の見出しの改

正規定，第４条の見出しの改正規定，第６条の改正規定（「賦課期日の属する

年の前年の所得に係る」を削る部分に限る。），第２３条第１号アの改正規定

（「係る」の次に「基礎課税額の」を加える部分に限る。），同条第２号アの

改正規定（「係る」の次に「基礎課税額の」を加える部分に限る。）及び同条

第３号アの改正規定（「係る」の次に「基礎課税額の」を加える部分に限る。）

並びに第２３条の２の改正規定（「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」

に改める部分及び「第３号において同じ。）」の次に「及び」を加える部分に

限る。）並びに附則第１６項の改正規定は，公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の常総市国民健康保険税条例附則第１６項の規定は，

令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和４年条例第 号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第１６項の規定は，令和４年

４月１日から適用する。 
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◎議案第１８号 財産の取得について 

 

本市は，２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指す「ゼロカー

ボンシティ」に取り組むことを表明しております。ゼロカーボンシティに向け

た主な取組みの中には，クリーンエネルギー自動車等の利用がございます。新

たな交流拠点となる道の駅常総は，圏央道常総インターチェンジ付近，国道２

９４号沿いに位置し，電気自動車を含む多くの道路利用者の立ち寄りが見込ま

れており，電気自動車の充電インフラ整備を図ることにより，脱炭素化に寄与

することが必要であると考えます。 

そのような中におきまして，利用者全てに安全で快適な道路交通環境を提供

するとともに，電気自動車においても，充電のストレスがなく走行ができるよ

う急速充電器の整備を図るため，「道の駅常総電気自動車用急速充電器設置工

事」の一般競争入札を行いました。 

この電気自動車用急速充電器設置工事につきましては，満和電気工業株式会

社，栗山電気株式会社，酒寄電気工業株式会社，三光電工株式会社，常伸電通

システム株式会社，清宮電気株式会社，大勝電設株式会社の応札があり，清宮

電気株式会社が３千３百３０万８千円で落札したので，令和４年７月２８日に

同社と仮契約を締結いたしました。 

この仮契約金額のうち，電気自動車用急速充電器の調達に係る金額は２千４

百３１万円となり，これは動産の買入れに該当することから，議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条及び地方自治法第９６

条第１項第８号の規定により議会の議決をお願いするものであります。 






